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序章 
 

新興国における高齢化問題と社会老年学 
                                  

宇佐見耕一 

 

要約 

 東アジアの新興諸国では急速に、ラテンアメリカでは緩やかにではあるが高齢化が

進行し、各国においてもそれが社会的問題と認識されるに至っている。そのなかでも

高齢者の貧困は主要な問題の一つとされるが、特定の国における女性やマイノリティ

ーグループといった特定のグループの貧困が問題とされている。 

 高齢者の問題を分析する手法として学際的な社会老年学という学問領域が存在す

る。その主流派は、離脱理論、活動理論、継続理論そしてサクセスフル・エイジング

という考え方を発展させ、社会政策にも大きな影響を与えてきた。こうした社会老年

学主流派に対して、それがあまりにも個人的要素を重視していると批判し、より社会

的要因を重視する批判的社会老年学が形成されてきた。後者にあっては、高齢者の政

治経済学や、累積的優位・劣位理論が生み出され、高齢者と加齢の問題を総合的に分

析しようとする試みがなされている。 
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はじめに 

 人口の高齢化に伴う経済的・社会的問題が先進国のみならず、世界的規模で議論され

るようになって久しい。1991 年に国連総会では、高齢者の自立、参加、ケア、自己実

現および尊厳が確保されるべきであるとする「高齢者のための国連原則i」が採択され

た。国連では 1999 年を「国際高齢者年」と定め、世界各地で高齢者に関する議論が活

発化していった。さらに 2002 年には「高齢化に関するマドリッド国際行動計画ii」が定
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められた。 

 マドリッド行動計画では、開発途上国の高齢化現象にも大きな関心を払っている。す

なわち開発途上国と市場経済移行国では、就労している高齢者の大半がインフォーマル

セクターで働いており、適切な労働条件や社会保障が付与されていないと指摘している。

さらに貧困率の高い国においては、高齢貧困者は一層厳しい条件の下で生活をしている

と述べ、「高齢化に関する国際行動計画」の基本目標は、高齢者の貧困除去であること

が明記されている。 

 本報告書では経済発展が続き、さらに高齢化が進行しつつある新興諸国における高齢

者、特に貧困高齢者の状況と彼らの生活を支える生活保障システムがどのような性格の

ものであるのかに関して分析を行う。序章においては各国における高齢化を概観し、問

題の所在を明らかにする。続いて本課題を分析する際の方法論に関する議論をまとめ、

今後の新興国を含めた開発途上国における高齢者研究の方向性を探りたい。 

各論においてはまず、各国における高齢者と貧困高齢者の状況を明らかにし、続いて

各国で貧困高齢者および彼らへの社会保障を中心とした生活保障システムに関してど

のような研究が行われてきたのかを概観する。つづいて、現在公的な社会保障制度を中

心に、市民社会組織や民間制度を加えた高齢者、特に貧困高齢者の生活保障システムが

どのような制度であり、どのような性格を持つものであるのかを明らかにする。 

本報告書で分析の対象とされる諸国・地域はアジアでは、韓国、中国、台湾、香港、

インドを、ラテンアメリカからはメキシコ、ブラジル、アルゼンチンの三国に加えて、

新興国に含まれないが高齢化の著しい開発途上国としてキューバの事例を取り上げる

ことにする。 

 

1.新興諸国・地域における高齢化の状況 

 表 1 は、本報告書で分析対象とした諸国・地域における中位推計に基づく高齢者人口

の比率を示したものである。それによると、高齢化が急速で高齢化率の高い東アジアグ

ループ、現時点での高齢化率が低く、2050 年の高齢化率も相対的に低いインドと南ア

フリカ、そして両者の中間のラテンアメリカ主要国グループに三分することができる。

東アジア諸国地域(韓国、中国、台湾および香港)の 65 歳以上の高齢者化率は、先進国

よりも短期間のうち急速に進行し、しかも 2050 年には韓国、台湾、香港で先進国の平

均を大きく上回り、中国も先進国とほぼ同じ水準に達する。 
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表1高齢人口の比率%
1990 2000 2010 2025 2050

先進国 60歳以上 17.6 19.5 21.7 27.3 32.6
65歳以上 12.5 14.3 15.9 20.7 26.1
80歳以上 2.7 3.1 4.3 5.4 9.4

日本 60歳以上 17.4 23.3 30.3 35.8 44
65歳以上 12 17.2 22.5 29.5 37.7
80歳以上 2.4 3.8 6.3 10.6 15.5

後発開発途上国60歳以上 4.9 5 5.2 6.3 10.3
65歳以上 3.1 3.2 3.4 4.1 6.9
80歳以上 0.3 0.4 0.4 0.5 1.1

韓国 60歳以上 7.7 11.4 16 27.4 42.2
65歳以上 5 7.4 11.3 19.6 35.1
80歳以上 0.6 1 1.9 4.4 12.7

中国 60歳以上 8.4 10.1 12.5 20 31.1
65歳以上 5.4 6.8 8.4 13.7 23.7
80歳以上 0.6 0.9 1.4 2.3 7.3

香港 60歳以上 12.6 14.8 17.8 30.2 39.4
65歳以上 8.5 11 12.5 21.7 32.6
80歳以上 1.2 2.1 3.6 4.6 13.5

台湾 60歳以上 9.8 12.1
65歳以上 6.2 8.6 10.8 20.1 35.9
80歳以上 0.7 1.4

インド 60歳以上 6.3 7.1 8 11.5 20.2
65歳以上 3.9 4.6 5.3 7.7 14.5
80歳以上 0.4 0.6 0.8 1.2 3.1

南アフリカ 60歳以上 5.2 6 7.3 9.7 13.3
65歳以上 3.2 3.7 4.8 6.7 9.2
80歳以上 0.4 0.4 0.6 1.1 2.1

メキシコ 60歳以上 6.3 7.4 9.5 15 27.3
65歳以上 4.2 5.2 6.6 10.6 21.2
80歳以上 0.7 0.9 1.4 2.3 6

ブラジル 60歳以上 6.8 8.1 10 15.5 25.5
65歳以上 4.4 5.5 6.8 10.7 19.4
80歳以上 0.6 1 1.4 2.2 5.6

アルゼンチン 60歳以上 12.9 13.5 14.5 17.1 24.8
65歳以上 8.9 9.9 10.5 12.7 19
80歳以上 1.4 1.9 2.6 3.1 5.2

キューバ 60歳以上 12.3 14.8 17.6 26.5 39.3
65歳以上 8.9 10.5 12.6 18.3 31.9
80歳以上 1.9 2.6 2.8 4.5 12.4

出所：http://esa.un.org/ 中位推計ｍ2008-11-27
台湾に関しては、http://www.stat.gov.tw/ 2008-12-1  

 

 これに対してインドと南アフリカにおける高齢化率は、2000 年時点で低く､2050 年に

おいてもインドで 14.5%、南アフリカでは 9.2%にすぎない。とはいえ、この両国でも高

齢化が進行していることには相違なく、特に人口大国のインドでは高齢化率は低くとも、

高齢者人口は多い。またインドでは今後高齢化が加速することが予測されている(図 1

参照)。 
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図 1 

中国・インド・先進地域の高齢者人口(65歳以上)
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出所： http://esa.un.org/ 中位推計、2008-11-27 

 

ラテンアメリカ主要 3国(メキシコ、ブラジル、アルゼンチン)は上記 2グループの中

間に位置している。高齢化のスピードはアジアに比べると緩やかであり高齢化率は低い

が、インドと南アフリカよりは高齢化率は高い。またこれら 3国の 2050 年における 65

歳以上の高齢化率も先進国の平均の水準には到達しない予想である。しかし、キューバ

はこれらラテンアメリカ主要国とは異なり、今後急速に高齢化が進むものと予測されて

おり、2050 年の高齢化率は 31.9%に達する。 

 新興国の高齢化を人口の面からみると、人口大国である中国とインドの高齢者の絶対

人口は多い。高齢者人口が 1億人を超えるのは中国では 2010 年以前、インドでは 2030

年以前とされる。また、2050 年の中国の高齢者人口は約 3 億 3 千万人となり、全先進

地域の高齢者人口の合計を上回ることになると推計されている。また、同年のインドに

おける高齢者人口は約 2億 4千万人となり、両国とも膨大な高齢者人口に対処しなけれ

ばならなくなる。 
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2. 高齢者と貧困 

 「高齢化に関するマドリッド国際行動計画」では、高齢者の貧困除去がその基本目標

となっている。それでは、高齢者は他の年齢層と比べて相対的に貧困な状況にあるとい

えるのか。また、高齢貧困者に特有の問題とはどのようなものであろうか。まず第 1点

に関してみると、先進国の事例を扱った先行研究において対立する二つの異なった見解

が存在する。 

そのひとつは,高齢者の貧困問題は相対的に軽微であり、将来的に低下するという楽観

的な見方である。そのひとつに、Whitehouse による所得分配を基準とした相対的貧困

概念に基づく 44 カ国に関する比較研究がある。彼は結論として、OECD 諸国の高齢者所

得の全人口平均所得に対する比率は約 80%である。ラテンアメリカや東ヨーロッパでも

貧困高齢者は相対的に少なく、高齢者の非相対的貧困はそれほど深刻でないと認識して

いる。問題なのはむしろ、子供のいる低所得層世帯の貧困がより深刻であるとしている

(Whitehouse[2000], 68-69: Richard and Whitehouse[2002],90)。またアメリカ合衆国

における将来の高齢者貧困率を推定した研究でも、社会保障給付の上昇と他の収入の増

加により1990年代から2020年にかけて高齢貧困者は7.8%から4.2％に減少するとして

いる(Butrica, Smith, and Toder [2002], 21)。こうした楽観的見方が可能となったの

は、前者は所得分配において高齢者最下位の階層が人口の約 20%を占めているというよ

うに、全体の所得分布からみて貧困を判断したためであり、後者は将来的に経済成長が

続くことを前提としているためである。所得分布のみで貧困と判断する手法は、実際に

所得分下位層の生活水準が窮乏状態にあるかどうか不明である。また、もう一つの楽観

論の基礎となった将来的な経済成長の持続は、世界的な金融危機に見舞われている現在、

再考する必要もあろう。 

 他方 Richard and Whitehouse は、先進国における高齢者の生活水準は若い世代の生

活水準とほぼ同等としながらも、高齢単身女性の所得水準は低く、また所得分配も国に

より大きな差があり、それはその国における所得分配一般を反映したものであると指摘

している(Richard and Whitehouse[2002],90)。同じ OECD 諸国に関した高齢者の相対的

貧困を扱った研究でも、特定の国の特定のグループの相対的貧困率が上昇する事例が紹

介されている。そこではスウェーデンやカナダといった寛大な社会給付がある国では、

高齢女性貧困者の比率は減少傾向を示している。これに対してアメリカ合衆国、オース

トラリアおよびイギリスにおいて高齢女性の貧困率の上昇がみられる。それらの諸国で
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は、弱い立場の女性は、60 歳代前半で退職、退職給付の受領また配偶者の死亡を契機

として貧困に陥り安いとしている(Richard and Whitehouse[2002],90)。Estes もアメ

リカ合衆国の事例で高齢者の経済的状況は人種、ジェンダーや既婚・未婚による差が大

きいことを指摘している。たとえば、高齢未婚女性は高齢既婚女性よりも所得は低く、

黒人やヒスパニックの高齢未婚女性は白人高齢未婚女性よりも低所得者が多いことが

示されている(Estes, Carroll E. [2001], 146-147)。また、日本においても高齢単身

女性の 3割が年間所得 100 万円未満であり、保有資産も少ないことが政府報告書の中で

述べられている(男女共同参画会議[2008], 9)。                         

 このように、先進国においても高齢者の貧困問題が一定の注目を集めている。ここで

注意すべきは点に先進国における議論は、社会保障制度がすでに定着していることを前

提とした議論となっている点がある。他方、新興諸国では高齢者に対する社会保障制度

の整備が進んで国が存在する一方で、未だ普遍的な制度が制定されていない国も存在す

る。また、制度の整備が進んでいる国でも、制度制定から日が浅く、高齢者が制定され

た制度にカバーされていないという場合も想定される。 

 高齢者の貧困問題は、アジアとラテンアメリカ地域でも広く認識されるに至っている。

国連アジア太平洋経済社会委員会における報告書でも、2000 年から 2020 年にかけて域

内の potential support ratio は上昇し、高齢化に伴う貧困問題は悪化すると述べられ

ている（ESCAP [2005], 234）。ラテンアメリカにおいても 60 歳以上の高齢者に関して、

2000 年にかけて所得分配 5 分法の最下位に人口の 6～27％いることが指摘されている。

このこと自体は、特に高齢者に貧困が多いことを意味しないが、問題はそのうちの 45%

が独自の所得がなく、社会資本、再生産能力および健康状態が損なわれている点にあり、

このことは女性においてより深刻な点である(Engler [2002], 13)とされる。 

 

 

表2　健康状態と教育水準1996年
初等未修了 初等教育 中等教育 高等教育

認知障害 サンチアゴ 36 12 5 4
ブエノスアイレス 8 3 1 1
モンテビデオ 16 2 0.2 1

慢性的障害3つ以上 サンチアゴ 30 20 19 18
ブエノスアイレス 25 18 15 16
モンテビデオ 25 21 18 13

重い鬱病 サンチアゴ 12 10 12 4
ブエノスアイレス 7 5 2 2
モンテビデオ 14 8 4 3

出所：Zunzunegui [2002], p.163  
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高齢者の経済的状況と健康には深い関係があることが知られている。表 2 は 1996 年

の南米のサンチアゴ、ブエノスアイレスおよびモンテビデオ 3都市における高齢者とそ

の教育水準を示したものである。それによると、教育水準が高いほど罹病率は低くなっ

ており、そのことは所得が高いほど健康な状態にあることを物語っている。このように、

高齢者の貧困問題も、高齢者全般が貧困なのではなく、高齢者のうち特定のグループの

貧困が問題とされる傾向にある。 

 

3. 高齢者研究の方法論 

(1) 社会老年学 

高齢化や高齢者に関する学問的アプローチとして医学的見地からの研究が多いこと

はいうまでもない。社会科学の分野でも、経済学、社会学、人口学や社会保障学からの

アプローチがみられる。そのような｢加齢と高齢者｣双方の問題を研究する(柴田

[2007],2)学際的なアプローチが老年学(Gerontology)呼ばれる学問領域である。このう

ち社会的側面に注目して加齢と高齢者の問題を分析しようとする分野が社会老年学

(Social Gerontology)と呼ばれる領域である。 

 このように社会老年学とは、加齢と高齢者の問題を社会科学の見地から学際的に分析

する学問分野として確立したために、それを分析する方法論についても既存の経済学や

社会学の手法を用いる場合が多い。とはいえ、主として社会学から影響を受けた以下紹

介する社会老年学独自の分析概念が出現している。ここでは、その流れを追い、新興諸

国における高齢者、特に高齢者の貧困問題分析の方法論を模索してみたい。 

 

離脱理論(Disengagement Theory) は、1960 年代に Cumming と Henry によって提唱さ

れた理論で、その要旨は以下のようなものである(Cumming and Henry [1961], 14-16)。

すなわち、老化とは高齢者と彼・彼女が属する社会との間の交流の減少であり、不可避

的な社会からの離脱・退出である。その過程で、高齢者は不安に陥る場合があるが、特

定の制度は高齢者の社会からの退出を容易にする場合もある。こうした離脱の過程が終

了すると、中年期における個人と社会で保たれていた均衡から、社会からより離れ変容

した関係にある均衡状態に移行することになる。移行後の高齢者と社会の関係は、①高

齢者が接触する人数や目的の変容、②社会への参与減少を伴った高齢者と他の社会構成

員との交流の質的変化、③そうした社会との関係変化に伴う人格変容が起こり、高齢者



 8

の不安は高まる。また、こうした高齢者と社会の関係が変容する過程は、社会の中に制

度化されたものである、という主張である。この離脱理論は、明らかにパーソンズの機

能主義の影響を強く受けた理論であるが、Estes によると、それは研究者の間ではあま

り受容されなかったとしている(Estes[2001], 25)。他方で彼女は、離脱理論が社会政

策面で大きな影響を持っていたことを指摘し、社会保障、メディケアーおよび退職制度

はこの理論を基礎に形成されたとしている。 

 

活動理論(Activity Theory)は、Lemon 等によると 1950 年代より老年学者の間で提唱

され支持されてきたものであり(Lemon et.al. [1972], 511)、Cumming 等の離脱理論は

これに対抗する数少ない試みであることになる。彼らは活動(activity)、役割喪失(role 

loss)、役割支援(role support)、自己認識(self-concept)、生活の満足(life 

satisfaction)を定義したうえで、これらの関係を次のように記している。高齢者の活

動は、役割支援や自己認識を得やすくする一方で、生活上の満足は役割アイデンティテ

ーを満足させることに依存しているとする。そして以下のような仮説を定理として提唱

している。高齢者の生活満足は活動とは正の関係あり、役割の喪失が大きければ大きい

ほど、生活満足度が低くなるとい。しかし仮説の検証では、友人とのインフォーマルな

活動のみが生活の満足度を高めるとされ、活動一般が生活の満足度を高めるという仮説

は検証されなかった(Lemon et.al. [1972])。こうした活動理論に対して、継続理論

(Continuity Theory)は同理論が想定するように老化が他の事象により完全に代替され

るものではないと、それを批判・発展させている。継続理論では、高齢者が普通の老化

による変化に対処するための戦略として、内面的あるいは外部の継続性を利用しようと

すると論じている(Atchley, [1989], 183)。 

 

このように離脱理論と活動理論は、高齢者の幸福に関して対立している見解を提示し

ている。しかし、古谷野によれば両者の論争は、高齢者排除の社会的メカニズムや加齢

によるパーソナリティーの変化などが離脱理論の仮説が立証されず、成果に乏しい結果

に終わってしまったと総括している(古谷野[2003],148)。とはいえ活動理論はその後、

継続理論(Continuity Theory)にも受け継がれ、やがてサクセスフル・エイジング

(Successful Aging)という概念が出現し、活発に議論されるようになった。 

小田によるとサクセスフル・エイジングは、単にいつまでも若々しい生きることを意
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味するのではないという。彼は、サクセスフル・エイジングを「高齢期における身体的、

精神的、経済的に良好な状態を表現する包括的な概念」であるとしている(小田[1993], 

128)。Rowe と Kahn もサクセスフル・エイジングの定義として、罹病や病気と関連した

障害を持つ可能性が低いこと、認知や身体的機能が高いこと、そして生活への積極的関

与の 3要素からなり、前 2者が生活への積極的関与と組み合わさっている点が重要であ

ると指摘している(Rowe and Kahn [1997], 433)。そしてそれは、Neuhaus がサクセス

フル・エイジングとは老年期以前に個人が費やした時間とエネルギーによる到達点であ

る(Neuhaus and Neuhaus [1982], 233)というように、個人的な努力の問題と結びつけ

て考える場合もみられる。Rowe and Kahn も罹病に関して加齢とともに環境要因や行動

要因が重要となるとしている(Rowe and Kahn [1997], 436)が、罹病を社会構造の中で

考察しようとする姿勢はみられない。 

 

(2) 批判的社会老年学(Critical Social Gerontology) 

こうした社会老年学の主流派に対して、それが高齢化を先進資本主義国における不可

避的な現象ととらえる機能主義的立場であると批判し、高齢化と労働市場や高齢化と福

祉国家といった社会的要素の関係で高齢化の問題を分析(Walker [2006], 60)しようと

するグループがヨーロッパやアメリカ合衆国で出現した。ウォーカーによると批判的社

会老年学は、従来の老年学が個人や状況的要因に注目しすぎてきたことへの批判として

登場し、階級、ジェンダー、人種、民族、社会・経済政策などの高齢化に伴う社会的構

造面に焦点を当てようとしたものであるとする。すなわち、「個人の高齢化の軌跡は、

社会的なアクターと社会的な構造の相互作用により決定される」としている(Walker 

2006), 69)。 

Estes も既存の老年学が社会的な要因や状況を所与のものとしていると批判し、批判

的社会老年学の核心は、老化を生物学的というよりも社会的なことと見なすことにより、

老化と生物学的な衰えを再構成するというものであると述べている。すなわち個別的な

認知症などの生物学的現象は、社会経済的要因や様々な格差により影響を受けて表出さ

れることになる（Estes [2003], 224）。また Phillipson は、グローバリゼーションが

進行する中で高齢化に関して以下の3つの視点が重要であるとする(Phillipson [2006], 

46-47)。第一に、グローバリゼーションにより人口老齢化を国家的な問題から国際的な

問題と見るように高齢化に関するイデオロギー上の変化がみられた。第二に社会政策の
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民営化に伴い新たなリスクを生じさせた。第三にグローバリゼーションは、高齢化の問

題を個別社会や国家を超越したものにしている。 

 Estes や Walker は、批判的社会老年学の具体的な分析手段として高齢化の政治経済

学(Political Economy of Aging)を提唱している（Walker [1981]: Estes[2001]）。Estes

はより具体的に①金融・脱工業社会の資本主義とそのグローバリゼーション、②国家、

③性とジェンダーシステム、④公的部門と市民からなる分析のフレームワークを提示し

ている。①金融・脱工業社会の資本主義とそのグローバリゼーションでは、グローバリ

ゼーションの進展とともに民営化、合理化、規制緩和等が行われ、それが国民国家を弱

体させる可能性を孕んでいるとする。②高齢化における国家の役割は、希少な資源の分

配、社会の異なる集団や階級の仲裁、社会秩序を脅かす社会状況の緩和等が想定されて

いる。③性とジェンダーシステムに関して、Estes は従来のフェミニズムが家父長制を

家族レベルの関係を表すものとして使われていると批判し、性とジェンダーシステムで

はより大きな男性支配とそれを生み出す構造を問題としているとする。④公的部門と市

民では、市民の意味および公共政策をとおして国家により与えられる市民の権利と恩恵

に関して考察することになる。そうした市民の権利と恩恵の影響は、階級、ジェンダー、

人種・民族のステータスにより大きく異なるとされ、考察の範囲が広められている。さ

らにこれらのフレームワークを包含するものとしてイデオロギーをあげている。イデオ

ロギーは、社会政策と高齢化の支配的な見方を形成させるために以下の 3つのプロセス

をもつとされる。すなわち、為政者等による文化的イメージの構築、経済システムの必

要性をアピール、目的と手段に関する構想を問題解決の合理的システムに転換するため

に政策や専門性の適用を行うことである(Estes [2001], 1-19)。 

Estes や Walker らの提唱する高齢化の政治経済学は、高齢者をめぐる社会構造を再

構成する必要性を提起したもので、たとえば高齢者と関連した福祉国家論のように領域

を限定した政治経済学の提唱という意味で有意義であると考えられる。とはいえ、高齢

化の政治経済学は構造的要因に注目しすぎており、エイジェンシーの存在を無視してい

ると批判されるかもしれない。こうした批判に対して Walker は、高齢者に関連する諸

側面が社会構造と高齢者個人のコントロールを超えたプロセスに根幹を持っていると

反論し(Walker [2006], 69)、社会構造を分析する重要性を力説している。 

他方、Estes の提唱したモデルは、アメリカ合衆国を想定したものであり、人種や民

族的要因が大きく取り上げられている。しかし社会保障制度の歴史が浅く、それにカバ
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ーされる高齢者の割合の小さい新興諸国では、フォーマルとインフォーマルセクター間

の差異により注目すべきであろう。また、先進諸国ではポストモダンや脱工業化社会の

センテンスで高齢者を巡る社会構造を再構成することが求められているが、インド、中

国、メキシコ、ブラジルといった新興諸国ではまさに工業化のただ中にあり、それら諸

国においては脱工業化社会とは言い切れない。とはいえ、先進国におけるポストモダン

のいくつかの側面も見え隠れし、新興諸国におけるポストモダンの意味も考えなければ

ならない。 

ただし、こうした社会学の流れを大きく取り込んだ批判的社会老年学に関して、それ

が階層化理論、フェミニズム、社会的構築主義等々の理論を取り込んで老年学のための

分析装置を構築しようとすればするほど、批判的社会老年学はより不安定化し、なんで

も受け入れるものになってしまうという批判が存在している(Katz [2003], 20)。また、

Estes の提唱する高齢化の政治経済学は、対象が高齢者であるだけで政治経済学あるい

は福祉国家論一般と本質的な差異を見いだすことができないと批判することも可能で

ある。そこには Walker も指摘しているように、高齢者を巡る社会構造を再構築できた

が、エイジェンシーの問題、特に老化のプロセスが組み込まれていない(Walker[2006], 

60)という欠点をみいだすことができる。 

 

(3) 累積的優位・劣位理論(Cumulative Advantage/Disadvantage Theory) 

 累積的優位・劣位理論(Cumulative Advantage/Disadvantage Theory)は、個人または

集団の加齢を社会構造の影響と結びつけることのできる分析装置である。それは、高齢

化の政治経済学が再構成した高齢者を巡る社会構造と、老いてゆく個人や集団が相互作

用のなかで、どのような状況に至るのかを分析することができ、批判的社会老年学の中

に位置づけられている。Dannefer によると累積的優位・劣位理論は、コーホートを基

礎とした一般的な分析を超えて、コーホート内の諸側面、その時間経過に伴う軌跡、お

よびそれらを作り出す要因を視野に入れているとしている(Dannefer [2003], 327)。 

 Crystal は、同理論の事例として知識労働者の事例を挙げ、以下のように説明してい

る。知識労働者は初期にその人的資源に対して高い投資がなされ、そのため中年期にお

ける高収入がもたらされる。また就労時における負傷の可能性は低く、労働能力が加齢

とともに減退することは少なく、良好な年金と医療制度にカバーされている。これらは

労働市場における労働の価値、労働の健康への影響、労働生産性の健康への依存度およ
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び各社会が選択した年金や医療サービス制度の反映である。高齢者間の健康や所得に関

する大きな差異は、自然の原理ではなく、かなりなに部分当該社会が選択した社会的制

度によるとしている(Crystal [2006], 206-207)。 

 こうした累積的優位・劣位理論を定性的に分析したものとして、例えば Burton と

Whitfieldのアメリカ合衆国における低所得層の健康格差に関する民族誌的研究がある

(Burton and Whitfield [2006])。彼女らは結論として、恒常的な失業や良質な住宅・

医療・教育の欠如など貧困をもたらす社会的格差は、家族の健康に重大な悪影響を及ぼ

す。すなわち、累積的な社会的不利益の拡大効果は、高齢期にとどまらずにライフコー

ス全体に及ぶ。また、多くの貧困家庭で、家族の複数以上が罹病しており、初期の家族

の罹病は人生後半や老年期における慢性病の原因となり、成人期における経済的安定を

脅かすと述べている。そこでは、貧困家族における罹病がさらなる慢性病の原因となり、

経済状況にも悪影響を与える累積的な悪循環の過程が描かれている。 

このように累積的優位・劣位理論では、個人、コーホート内部の様々な集団における

老化の過程と社会的な諸制度の影響を組み合わせて、同一コーホート内部の高齢者の経

済的あるいは健康状態の多様性を説明することができる。それは高齢者に対する社会的

影響を重視する批判的社会老年学の延長線上に位置づけられる。その反面、累積的優

位・劣位理論では社会構造は所与のものとされるために、社会構造そのものに対する分

析が手薄になる恐れがある。そこで、累積的優位・劣位理論は高齢者を巡る政治経済学

を継承する批判的社会老年学の到達点であると考えるよりも、両者は補完的関係にある

と考え、分析を行うことが推奨される。 
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